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■ 職員の任免および職員数に関する状況
 （１）　職員数の状況 （各年４月１日現在）

区 分
部 門

職 員 数 対前年
増減数 主な増減理由5年 6年

一
般
行
政
部
門

議　会 3 3 0

総　務 34 37 3 ・職員採用による増（1）・職員派遣による増（2）
企　画 17 14 ▲ 3 ・文化的施設整備推進室の廃止 (▲ 3)
住　民 17 16 ▲ 1 ・事務配分の見直し（▲ 1）
税　務 14 13 ▲ 1 ・事務配分の見直し（▲ 1）

民　生 58
（12）

60
（11）

2
（▲1）

・職員の退職不補充（▲ 1）
・事務配分の見直し（3）

衛　生 22 20 ▲ 2 ・新型コロナウイルスワクチン接種推進係の廃止（▲ 1）・事務配分の見直し（▲ 1）
農林水産 23 23 0
商　工 18 17 ▲ 1 ・事務配分の見直し（▲ 1）
土　木 16 17 1 ・組織の体制整備に伴う増（1）

小 計 222
（12）

220
（11）

▲ 2
（▲1）

部門
行政特別 教　育 28

（3）
26
（2）

▲ 2
（▲1）

・職員の退職不補充（▲ 1）
・事務配分の見直し（▲ 1）

会
計
部
門

公
営
企
業
等

病　院 29
（4）

28
（3）

▲ 1
（▲1）

・職員の退職不補充（▲ 2）
・理学療法士の採用による増（1）

水　道 5 4 ▲ 1 ・公営企業会計へ移行に伴う減 (▲ 1)
下水道 0 1 1 ・公営企業会計へ移行に伴う増 (1)

その他 70
（9）

67
（10）

▲ 3
（1）・職員の退職不補充（▲ 3）

小 計 104
（13）

100
（13）

▲ 4
（0）

合　　計 354
（28）

346
（26）

▲ 8
（▲2）

（注）　職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員などを含み、臨時的に任用され
た職員および非常勤職員（法第 22条の４第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員および法第 22条の２第１項第
２号に掲げる職員を除く）を除き、下線については法第 22条の２第１項第２号（フルタイムの会計年度任用職員）に掲
げる職員数です（以下同じ）。

（２）　任用・退職の状況

任 用
事務職 図書館司書 保育士 保育所

調理師 医師 看護師 理学療法士 計

6 1 1 1 1 1 1 12

退 職
普通退職 定年退職 その他

（再任用任期満了による者） 計

19 0 2 21

四万十町人事行政の運営等の状況を公表

　「四万十町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」の規定に基づき、
四万十町における令和５年度人事行政の運営等の状況を公表します。

財政健全化法に基づく健全化判断比率等を公表します
　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により、令和５年度決算に基づく「健全化判断比率」な
らびに公営企業会計ごとの「資金不足比率」を公表します。この法律は、地方公共団体の財政状況を指標
として算定・公表し、健全化の状況をより明らかにするためのものです。
　本町における「健全化判断比率（４指標）」と「資金不足比率」は、いずれも下表のとおり健全化法の基
準である「早期健全化（経営健全化）基準」を下回っており、現時点では適正な水準にあります。
　今後も四万十町総合振興計画に位置づけられた将来像に向け、健全な財政を維持していきます。
※ 下表の早期健全化（経営健全化）基準および財政再生基準は、いずれも令和５年度決算に対する基準を表示しています。
※ 各指標の算定資料の書類などは、総務課（財政班）に備えています。

※ 「①実質赤字比率」および「②連結実質赤字比率」は赤字がないため、また「④将
来負担比率」については実質的な将来負担額がないため、比率は算定されていま
せん。

※資金不足を生じた会計はなく、比率は算定されていません。

財政良好 財政悪化

健全段階 早期健全化
基準

財政再生
基準

健全化判断比率（①から④の比率）のうち、いずれか
が早期健全化基準以上となった場合は、議会の議決
を経て財政健全化計画を定め、自主的な改善努力に
よる財政健全化が求められます。

健全化判断比率（①から④の比率）のうち、いずれかが
財政再生基準以上となった場合は、いわゆる赤字再
建団体となり、議会の議決を経て財政再生計画を定
め、国などの関与による確実な再生が求められます。

資金不足比率が経営健全化基準以上となった場合
は、議会の議決を経て経営健全化計画を定め、自主
的な改善努力による経営健全化が求められます。

健全化判断比率

財政の健全性を示す指標

基
準
の
説
明

資金不足比率

四万十町
令和５年度決算 令和4年度決算 早期健全化基準 財政再生基準

①実質赤字比率

②連結実質赤字比率

③実質公債費比率

④将来負担比率
数値なし 数値なし 350％

数値なし 数値なし 13.57％ 20％

数値なし 数値なし 18.57％ 30％

6.6％ 6.0％ 25％ 35％

一般会計等の実質赤字比率

全ての会計の実質赤字比率

公債費および公債費に準じた
経費の比重を示す比率

地方債残高のほか一般会計等が
将来負担すべき実質的な負債を
捉えた比率

四万十町
令和５年度決算 令和4年度決算

水道事業会計
下水道事業特別会計
農業集落排水事業特別会計

数値なし

20％

経営健全化基準

早期健全化基準 財政再生基準 経営健全化基準
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